国際連携2021-2-02

2021年度第1回国際連携タスクフォース 議事録(案)




　
 国連CEFACT日本委員会 一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会

１．開催日時　：　2021年6月22日（火）13:30～16:00
２．開催場所　：　オンライン会議（ZOOM）
３．出 席 者　： （順不同・敬称略）　
特別会員　　清友　大造
　一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会
特別会員　　兼子　邦彦
　一般社団法人SCCCリアルタイム経営推進協議会　　
幹事会員    遠城　秀和  　NTTデータシステム技術株式会社
幹事会員　　斉藤　孝平　　株式会社NTTデータ経営研究所

幹事会員    伊原　栄一　  株式会社グローバルワイズ
幹事会員    横井　時幸　  株式会社グローバルワイズ
幹事会員　　香坂　真人 　 株式会社JSOL
幹事会員　　杉山　恒司　　株式会社ウフル
幹事会員　　柳　　紀夫　　日本電気株式会社

幹事会員　　高橋　一裕　　日本電気株式会社

正　会員　　猪股　洋二　　パティオシステムズ株式会社
正　会員　　惣代　和明　　NECソリューションイノベータ株式会社
正　会員　　森　　安代　　NECソリューションイノベータ株式会社
正　会員　　武田　正弘　　豊田通商株式会社
正　会員　　松本　尚也　　豊田通商株式会社
賛助会員    川内　晟宏  　特定非営利活動法人ITコーディネータ協会
賛助会員    野田　和巳  　特定非営利活動法人ITコーディネータ協会

賛助会員　　鈴木　耀夫　　NPO法人観光情報流通機構

事 務 局　　菅又　久直　　一般社団法人サプライチェーン情報基盤研究会  
出席者19名
４．議事概要　
2021年度第1回国際連携タスクフォースは、以下の議事を実施した。（資料：国際連携2021-1-01第1回国際連携タスクフォース議事次第）
４－１．2021年度国際連携タスクフォース委員紹介およびリーダーの選任

　今年度のリーダーは堀内一氏が選出された。
（資料：国際連携2021-1-02 2021年度国際連携TF委員名簿）
４－２．2020年度国際連携タスクフォース活動総括
　2020年度国際連携タスクフォースの活動総括について、事務局菅又より説明が行われた。

（資料：国際連携2021-1-03　2020年度国際連携TF活動総括）
４－３．2021年度国際連携タスクフォース活動計画
　2021年度国際連携タスクフォースの活動計画について、事務局菅又より説明が行われた。
（資料：国際連携2020-1-04　2021年度国際連携TF活動計画）
・活動スケジュール
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【コメント】
· 国連CEFACT標準の国内での利用が進んでいない。
· 国内展開のためのツール等が整備されておらず使いにくい。
· 貿易手続関係での国内活用が見えない。
· 業界横断で使われていない。
· 国内展開のためのプロモーション活動を行う必要がある。
· 認知度向上／宣伝
· セミナ開催
４－４．2021年国連CEFACT動向
（１）国連CEFACT総会
　4月19日－20日のオンラインで開催された国連CEFACTフォーラムについての報告が行われた。

（資料：国際連携2021-1-05　国連CEFACT総会報告）

· Sue Prbert氏が議長に再任された。
· 菅又久直がアジア太平洋地域ラポータに選任された。
· 承認された勧告：
· 勧告第38号：貿易情報ポータルの設置

· 勧告第44号：災害救援のための国境を越えた円滑化措置
· 勧告第45号：船舶代理店および船舶ブローカーの最低基準
· 勧告第46号：繊維および履物セクターにおける持続可能なバリューチェーン　 　　　　
の透明性とトレーサビリティの強化
· 勧告第47号：パンデミック危機貿易関連対応
· 発行された標準
· UN / EDIFACTのバージョンD.20AおよびD.20B
· UN / LOCODEディレクトリの2020-1および2020-2
· UN / CEFACT CCLのD.20AおよびD.20B
· UN / CEFACT XML SchemaのD.20AおよびD.20B
· 交換ヘッダー（XHE）技術仕様のバージョン1.0
· Application Error and Acknowledgementバージョン1.0
· CCBDAのためのメッセージ構築ガイドラインバージョン1.0
（２）国連CEFACTフォーラム
　4月26日－5月7日にオンラインで開催された国連CEFACTフォーラムの報告が行われた。

（資料：国際連携2021-1-06 国連CEFACTフォーラム報告）
· APIセッション
· JSON-LD設計ルール策定

· 参照データモデル及びコードリストのJSON-LDライブラリ作成

· Open API 3.x設計ルール策定
· UMLプロファイルからAPIリソース作成ツール完成
· ドメイン対応のAPIリソースの作成推進
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· トレーサビリティセッション
· 透明性のあるトレーサビリティのためのデータパイプライン及び運輸ドメインの成果物を活用。＝＞物流のトレーサビリティ
· 持続的な繊維／革製品分野のトレーサビレィティについての関心は高まっている。＝＞取引のトレーサビリティ
· 電子交渉プロジェクト（日本提案）
· 公開評価用BRSドラフトの準備：6月末
· 導入ガイドの策定：7月末
· 関連CC/BIEの共通辞書追加要求：7月末
· BRS公開評価：8月～9月
· 欧州における電子インボイス
· 国連CEFACTでは CIIの参照モデルに基づくAPI（JSON-LD）の策定を進める。

· 欧州各国からは、自国の制度／環境に対応すべく電子インボイス標準仕様に対する追加変更要求が少なからず提出されて、CENの関係部会（CEN/TC434）で検討されている。
· CEN/TC440 Orderのビジネス用語にマッピングした業界横断注文メッセージ（CI Order）の実装サブセット（Syntax Binding）開発プロジェクトを提案する予定。

· 自動車製造プロジェクト（スケジューリング標準の改訂）
· 自動車製造プロセス関連メッセージ（現在はEDIFACT）をAPI化するために、EDIFACTメッセージをSCRDM（サプライチェーン参照データモデル）にマッピングする。

· 対象とするプロセスはスケジューリング（Delivery ForecastとSupply Instruction）及び納入・受領（Dispatch AdviceとReceiving Advice）である。

· 技術仕様ドメイン（菅又：ドメインコーディネータ）
· NDR

· XMLスキーマ定義における「必須」の備考（Annotation）を「任意」にする。

· XMLスキーマモジュールにあるコードリスト・モジュールを任意に入れ替えることができるようにする。

· CCBDA

· ヘッダー／エンベロープ（XHE）の使用を「任意」にする。

· 定義規則の内、編集上の間違えを正す。

· 定義規則の内、不明瞭な個所を明快な文書に書き換える。

· XHE（ヘッダー／エンベロープ）

· XHEプロジェクトは2020年6月に完了し技術仕様は公開済であるが、XHEのデータモデルの情報項目が国連CEFACT共通辞書（CCL）に登録がないため、必要なCC/BIEを追加申請することとした。

· コードリスト管理
· コードリストには次の種類があり、更新手続きやユーザーの利用上煩雑であるとの指摘がある。
· UN/EDIFACTデータ要素関連のUNCL（国連CEFACTコードリスト）
· 国連CEFACT勧告（Recommendation）で定義されたコードリスト
· 外部国際標準化機関（ISOなど）が提供するコードリスト
· ローカルなコード管理機関により策定されているコードリスト
４－５．国連CEFACT標準化プロジェクト
事務局より、SIPSと関連ある国連CEFACTプロジェクトの進捗状況について説明が行われた。

（資料：国際連携2021-1-07 電子情報交換ヘッダー（XHE））
（資料：国際連携2021-1-08 NDR/CCBDA改訂要求）

（資料：国際連携2021-1-09 電子交渉プロジェクト）
（資料：国際連携2021-1-10 APIプロジェクト）
【コメント】
　高橋委員より、契約とその履行を自動化した場合の法的有効性について、ハノーバーメッセで紹介された実証実験について説明が行われた。
（資料：国際連携2021-1-11 Legal Testbed for Industry4.0）
４－６．国のデータ戦略
　事務局より、6月18日に閣議決定された「 デジタル社会の実現に向けた重点計画」の別紙として公開された「データ戦略」が紹介された。
（資料：国際連携2021-1-12 データ戦略：外観）
　これは行政に関わるデータの標準化とデータ連携プラットフォームについての戦略ペーパーであり、本年9月に発足予定のデジタル庁が推進するものと思われる。当データ戦略は、民間では一般社団法人データ社会推進協議会（DSA: Data Society Alliance）が中心に取り組んでいる。今後、サプライチェーンの取引データも関係してくると思われ、国連CEFACT共通辞書を使う業界横断EDIとのデータ連携方法についての研究が必要であろう。
以 上
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